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【今月の問い】 

Ｑ．ニュースダイジェスト               で紹介した以下の記事を読み、以下の①～③

について考えよう。 

 

化石燃料の需要 2030 年までにピーク 

国際エネルギー機関（IEA）が、化石燃料の需要は 2030 年までにピークを迎え、減少に

転じるとの報告書を公表した。地球温暖化の原因となるエネルギー関連の二酸化炭素排

出量も 25 年までに減少に転じるという。30 年の世界のエネルギーに占める化石燃料の

依存度は約 80％から約 73％に低下、再生可能エネルギーの割合は現在の約３割から５

割に上昇する。電気自動車（EV）の新車販売は 30 年に現在の 10 倍に増加し、ヒートポ

ンプや電気暖房が広がるとした。これらの予測は、現在各国政府が掲げる政策に基づく。

ただ、現時点では化石燃料の消費量は過去最高の水準で、石油や天然ガスは高止まりする

おそれもある。IEA は、30 年までに、世界の再生エネルギーを３倍、エネルギー転換へ

の投資を５倍以上に増やすべきと提案している。エネルギー転換に出遅れている日本は、

早めに準備を進める必要がある。 （ニュースダイジェスト 2023 年 10 月 25 日より） 

 

① 化石燃料を使用しない社会に移行すると私たちの生活はどう変わるだろうか？ 
 
 

 
 

 

② 再生可能エネルギーの導入に向けた課題とは？ 
 

 

 

 

 

③ わが国で進められている洋上風力発電プロジェクトとは？ 
 

 

 

 

※次ページの解説も参考にしよう！ 

2023 年 10 月号 

SDGs 



2 

     

  

        エネルギーをみんなに そしてクリーンに 

地球温暖化が深刻な状態になりつつあることは、高校生の皆さんも実感していることでし

ょう。2015年にフランス・パリで行われたCOP21（＊1）では、産業革命以降の地球の平均気

温の上昇を２℃以内、できれば1.5℃以内にすることが「パリ協定」として合意されました。し

かし、それだけでは不十分であるとの研究結果が示され、2021年COP26「グラスゴー気

候合意」では、1.5℃以内をめざすべきであるという意見が出されました。 

世界のエネルギーについて調査研究しているIEA（国際エネルギー機関）は、2023年に

「ネットゼロロードマップ」を発表し、気温上昇を1.5℃以内に抑えるためには、2030年まで

に再生可能エネルギー（以下、再エネ）比率を３倍に高める必要があると報告しました。ま

た、SDGsでは、７番「エネルギーをみんなに、そしてクリーンに」のターゲット7.2でも、再エネ

の比率を大幅に高めることが目標となっています。 

再エネは、発電時に化石燃料を使用しないエネルギーのことを指し、自然エネルギーとバ

イオマスなどから構成されます。自然エネルギーは、太陽光、風力、水力、地熱などから構成

されています。地球温暖化を抑制するためには化石燃料による温暖化ガス排出量を減少さ

せ、再エネによる発電を加速しなければなりません。太陽光発電は、住宅や店舗、工場の屋

根に太陽光パネルが設置されているのを見ることもあると思います。風力発電については、

陸上に風車を設置するだけなく、海に風車を設置する洋上風力発電プロジェクトが国内外

で大規模に進められています。水力発電や地熱発電は、電力における発電シェアが小さい

のですが、これからの技術開発や普及が期待されます。 

発電と同様に多くの温暖化ガスを排出しているその他の産業も化石燃料からの脱却を進

めなければなりません。自動車ではガソリン車から電気自動車へのシフトが世界的に進んで

います。それは、自家用車だけでなく輸送用トラックやバスなどにも拡がっています。世界の

物流を支える鉄道や船舶でも電動化が進みつつあります。また、製鉄業では火力から電力

への転換が進められていますし、そのほかにも住宅産業や電力を大量消費する情報産業な

ども再エネ使用が進められてきつつあります。 

しかし、再エネはこれまでの石炭火力発電に比べて、発電時のコストがかなり高いことが

ネックとなっていますし、私たちの生活様式の転換が迫られることから、普及に時間がかかっ

てしまいます。しかし、欧州諸国などでは再エネ転換に対して野心的な目標を設定してドラス

ティックに転換を進めています。わが国では、資源エネルギー庁が2021年に発表した第６

次エネルギー基本計画で、再エネの主力電源化をめざし2030年に発電におけるシェアを

現在の約20％から36～38％へと高めるように目標を大幅に修正しました。 

1.5℃目標を達成するために、GX（グリーントランスフォーメーション）（＊2）の推進も含めて

省エネ化を加速させていかなければなりません。 

＊1…Conference of the Parties、日本では「国連気候変動枠組条約締約国会議」と言われ、1995年から
毎年開催されている。COPはほかにも「生物多様性に関する国際条約」などもある。 

＊2…再エネ中心に経済や社会のシステムを変革しようとする取り組みのこと。 
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※ 北九州市立大学 地域創生学群 教授 眞鍋和博先生に、ゴール７について 
解説いただきました。 


